
　貸　  借 　 対　  照　  表

     （平成２０年３月３１日現在）
（単位：千円）

区　　　　　　　　分 　　金　　　 額 区　　　　　　　　分 　　金　　　 額

その他の流動資産

流動資産合計

流動負債合計

有形固定資産合計 役員退職慰労引当金

固定負債合計

無形固定資産合計

投資その他の資産

　繰 越 利 益 剰 余 金

投資その他の資産合計 株主資本合計

固定資産合計 評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

資      産      合      計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

84,413

純 資 産 合 計 1,011,660

12,743,482 12,743,482

そ の 他 59,902 利 益 剰 余 金 合 計 777,247

1,926,009 927,247

8,759,786

84,413

差 入 保 証 金 16,245 そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用 1,970 772,642

投 資 有 価 証 券 213,681 利 益 剰 余 金

出 資 金 1,634,209 利 益 準 備 金 4,605

15,114  純　   資　   産　   の　　部

139,174 株 主 資 本

資 本 金 150,000

5,065

リ ー ス 資 産 124,060 負 債 合 計 11,731,822

その他の固定負債 1,577,977

無 形 固 定 資 産 4,709,512

29,016

リ ー ス 資 産 6,487,632 長 期 未 払 金 1,523,230

そ の 他 賃 貸 資 産 44,824 繰 延 税 金 負 債 38,623

社 用 資 産

固 定 資 産 固 定 負 債

その他の流動負債

6,694,603

162,146 退 職 給 付 引 当 金

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金 1,535,600

貸 倒 引 当 金 △ 42,028 賞 与 引 当 金 10,617

3,983,695 1,245

7,022,309

繰 延 税 金 資 産 17,721 前 受 収 益 278,979

370,009 割 賦 未 実 現 利 益 73,577

賃貸料等未収金 33,010 未 払 消 費 税 41,321

前 払 費 用 16,724 未 払 費 用 7,931

営 業 貸 付 金 1,006,735 未 払 金 1,680,691

売 掛 金 783,431 未 払 法 人 税 等 52,948

172,642 短 期 借 入 金 2,263,000

割 賦 債 権 1,612,693 一年以内返済予定長期借入金 1,416,200

その他無形固定資産

   資　   産　   の　   部    負　   債　   の　   部

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 12,754 買 掛 金 1,195,797

受 取 手 形



１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (1)  有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券は、時価評価により全部純資産直入法によっております 

 (2)  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・貯蔵品は、最終仕入原価法によっております 

(3)  固定資産の減価償却の方法 

①  リース資産 

    リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積価格を残存価格と 

する定額法(リース期間定額法)によっております 

  ②  その他の有形固定資産 

    法人税法の規定による方法と同一の基準を採用し、定率法によっております 

    ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)につ 

いては定額法を採用しております 

 （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成１９年４月１日以降に取得 

 した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法 

 に変更しております 

 これによる損益に与える影響は軽微であります 

 （追加情報） 

 法人税法改正に伴い、平成１９年３月３１日以前に取得した資産について 

 は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５ 

 ％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価 

 額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上してお 

 ります  

 これによる損益に与える影響は軽微であります 

(4)  引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

    リース料等の未収入金等の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規定 

    により、債権の取り立て不能見込額を計上しております 

②  賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充てるため、支給対象期間基準による支給見込額を計 

    上しております 

③  退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額を退職給付債務とし 

    て計上しております 

 



④  役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、規則に基づく期末要支給額を計上し 

    ております 

(5)  収益及び費用の計上 

①  リース取引のリース料収入の計上方法 

    リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基 

    準として、その経過期間に対応するリース料を計上しております 

  ②  割賦販売取引の割賦売上高及び割賦売上原価の計上方法 

    割賦販売契約実行時にその債権総額を割賦債権に計上し、割賦契約による支 

    払期日を基準として当該経過期間に対応する割賦売上高及び割賦売上原価を 

    計上しております 

なお、支払期日未到来の割賦債権に対応する未実現利益は、割賦未実現利 

    益として繰延経理しております 

(6)  その他計算書類作成のため重要な事項 

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております 

 

２ 貸借対照表に関する注記 

 (1)  有形固定資産の減価償却累計額 

リース資産                  11,283,767 千円 

その他賃貸資産                     104,755 千円 

       (減損損失累計額が含まれています) 

        社 用 資 産                       134,052 千円 

(2)  関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                      383,711 千円 

       短期金銭債務                        1,710 千円 

(3)  未経過リース期間にかかわるリース契約債権 

    リース契約債権                      7,394,321 千円 

 (4)  一年を超えて入金期日の到来する営業債権等 

       割  賦  債  権                     816,440 千円 

        営業貸付金                        896,752 千円 

    未経過リース期間にかかわるリース契約債権    4,149,431 千円 

    計                           5,862,623 千円 

 

 ３ 当期純損益金額 

    当期純利益                      91,229 千円 

   （記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。） 




